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はじめに
　木質バイオマス分野に携わる関係者が、日々の業務で活用できるように、各省庁が開示
している統計情報や、当協会が収集している木質バイオマス利用に関する情報などをもと
に、木質バイオマス利活用に関する情報を体系的に整理した、携帯型データブックを作成
しました。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　ぜひ、木質バイオマス分野の各現場で、ご活用いただければ幸いです。　　　　　　　

本データブックの記載内容は、当協会が保証しているわけではありません。　　　　　　　　　　　
記載内容が、誤植や修正により予告なく変更される場合がありますので、このデータブックの記載情
報を引用される場合は、各データの出典元や参照元をご確認ください。　　　　　　　　　　　　
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我が国のエネルギー状況
1.1　国内の一次エネルギー供給の推移

　2015年度の国内一次エネルギー供給量の内訳は、化石エネルギー（石油、石炭、天然ガス）
が約90％を占めており、非化石エネルギーは約10％となっています。　　　　　　　　　　　

①国内一次エネルギー供給の内訳

　一次エネルギー供給量は、近年、横ばいか減少傾向にあります。また、エネルギー種別では、
石油や原子力が減少傾向にある一方で、再生可能エネルギーなどが増加傾向にあります。　　

②国内一次エネルギー供給の推移

出典：経済産業省資源エネルギー庁「総合エネルギー統計（2015年度）」

出典：経済産業省資源エネルギー庁「総合エネルギー統計（2005年度～2015年度）」

　2015年度の自然エネルギーによる国内一次エネルギー供給量の内訳は、水力発電が約51
％、バイオマスエネルギーが約23％、太陽光発電が約20％となっています。　　　　　　　　

③国内一次エネルギー供給（自然エネルギー）の内訳

出典：経済産業省資源エネルギー庁「総合エネルギー統計（2015年度）」

　2012年7月に固定価格買取制度が導入されて以降、自然エネルギーによる一次エネルギー
供給量は増加傾向にあります。特に、太陽光の伸びが大きくなっています。　　　　　　　　　

④国内一次エネルギー供給（自然エネルギー）の推移

出典：経済産業省資源エネルギー庁「総合エネルギー統計（2005年度～2015年度）」
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1.2　国内の一次エネルギー供給の将来の動向

1.3　国内の熱需要

　「長期エネルギー需給見通し」によると、2030年度の一次エネルギー供給のうち、再生可能
エネルギーが13～14％となっています。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

①将来の国内一次エネルギー供給

　2014年度の国内の熱需要の用途は、産業用としては、直接加熱及び蒸気加熱が大半を占めて
います。また、業務用及び家庭用では、空調が最も大きく、次いで、給湯、厨房となっています。　　

出典：「長期エネルギー需給見通し」（平成27年7月、経済産業省）

出典：「木質バイオマス熱利用実態調査報告書」（平成29年3月、（一社）日本木質バイオマスエネルギー協会）

　2015年度は、日本の一次エネルギー国内供給を100とした場合、最終エネルギー消費は68
程度となっています。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

出典：「平成28年度エネルギーに関する年次報告」（エネルギー白書2017）（平成29年6月2日、閣議決定）

1.4　我が国のエネルギーバランス・フロー

(注)産業用蒸気加熱のうち空調用は控除 (空調用に計上)
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2.1　国内の温室効果ガス排出量の推移

　2015年度の温室効果ガスの総排出量は、約13億2,500万トン（2013年度比-6.0%、2005
年度比-5.3％）となっています。2015年度が、2013年度と比べて減少した要因としては、電力
消費量の減少（省エネ、冷夏・暖冬等）や電力の排出原単位の改善（再生可能エネルギーの導入
拡大や原発の再稼働等）に伴う電力由来の二酸化炭素排出量の減少などが挙げられます。　　

①温室効果ガス排出量の推移

　2015年度の国内の二酸化炭素排出量（約12億2,700万トン）の内訳は、産業部門が約34
％、業務その他部門が約22％であり、家庭部門は15％程度となっています。　　　　　　　　

②二酸化炭素排出量の部門別内訳

出典：「2015年度の温室効果ガス排出量（確報値）について」（平成29年4月13日、環境省）

気候変動への影響

出典：「2015年度の温室効果ガス排出量（確報値）について」（平成29年4月13日、環境省）

　2015年度の二酸化炭素排出量は、2005年度と比べて、産業部門で約10％、運輸部門で約
11％の減少となっていますが、業務その他部門では約11％の増加となっています。　　　　　

③二酸化炭素排出量（部門別）の推移

出典：「2015年度の温室効果ガス排出量（確報値）について」（平成29年4月13日、環境省）

　　「日本の約束草案」によると、2030年度のエネルギー起源二酸化炭素排出量の目標値は、約
9億2700万トンとなっており、2013年度比で25％の削減を目指しています。　　　　　　　　

2.2　国内の温室効果ガス排出量の将来の動向

出典：「日本の約束草案」（平成27年7月17日、地球温暖化対策推進本部）
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3.1　化石燃料の状況

　化石燃料の燃料価格は、月ごとに見ても変動しています。全体的な傾向としては、2014年以
降、減少傾向にありましたが、2016年以降は横ばいか増加傾向となっています。　　　　　　

①燃料価格の推移

　各地域のエネルギー代金の収支をみると、約８割の自治体では地域内総生産の５％相当額以
上の資金が地域外へ流出している状況にあります。現在のエネルギー源の大半が化石燃料であ
るため、地域のエネルギー代金の支払いの多くが輸入代金として海外に流出していることになり
ます。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

②地域内総生産に対するエネルギー代金の収支

出典：石油情報センター「燃料価格統計」

再生可能エネルギーの動向

　我が国では、高度経済成長期にエネルギー需要量が大きくなる中で、供給側では石炭から石
油への燃料転換が進み、石油が大量に輸入されるようになりました。1960年度には主に石炭
や水力など国内の天然資源により58.1%であったエネルギー自給率は、それ以降大幅に低下し
ています。2015年度は新エネルギー等の導入や原子力発電所の再稼働が進み、我が国のエネ
ルギー自給率は7.0%(推計値)となっています。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

③日本の一次エネルギー国内供給構成及び自給率の推移

出典：「平成28年度エネルギーに関する年次報告」（エネルギー白書2017）（平成29年6月2日、閣議決定）

出典：「2015年度の温室効果ガス排出量（確報値）について」（平成29年4月13日、環境省）
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　発受電量は、冬季及び夏季に大きくなる傾向にあります。　　　　　　　　　　　　　　　
②電源別の発電量の推移

3.2.1　エネルギーミックス

出典：自然エネルギー財団ホームページ

①発受電量の内訳
　2015年度の国内の発受電量の内訳は、火力発電が約83％を占めており、水力発電が約9％、
新エネルギー等（風力、太陽光、地熱、バイオマス、廃棄物）が約5％となっています。また、再生可
能エネルギーの内訳としては、水力が約65％、太陽光が約23％、バイオマスが約6％となってい
ます。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

出典：経済産業省資源エネルギー庁「電力調査統計（2015年度）」

　固定価格買取制度が導入されて以降、自然エネルギーの設備容量は増加傾向にあります。特
に、太陽光の伸びが大きくなっています。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

④自然エネルギーの設備容量の推移

③自然エネルギーの発受電量の推移
　固定価格買取制度が導入されて以降、自然エネルギーの発受電量は増加傾向にあります。特
に、太陽光の伸びが大きくなっています。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

出典：自然エネルギー財団ホームページ
注：水力を一般水力と揚水発電に区分し、揚水発電を自然エネルギーの区分から除外した。

出典：自然エネルギー財団ホームページ
＊：2016年度の大規模水力発電、地熱発電の設備容量は暫定値である。

注：「火力」の数値は、火力発電所の発受電量から、バイオマス及び廃棄物に係る発受電量を差し引いた値より算定。
　 「新エネルギー等」の内訳は、風力、太陽光、地熱、バイオマス、廃棄物とする。

3.2　発電における再生可能エネルギーの導入
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⑤将来の電源構成（2030年度）
　「長期エネルギー需給見通し」によると、2030年度の電源構成は、再生可能エネルギーが22
～24％となっており、バイオマスは3.7～4.6％程度となっています。　　　　　　　　　　　

出典：経済産業省「長期エネルギー需給見通し」（平成27年7月）

①再生可能エネルギーの種別設備認定容量

②再生可能エネルギーの種別設備導入容量

出典：資源エネルギー庁公表資料より (平成29年3月末時点)

出典：資源エネルギー庁公表資料より (平成29年3月末時点)

3.2.2　固定価格買取制度による再生可能エネルギーの導入

　2012年7月に再生可能エネルギー固定価格買取制度(FIT制度)が導入された以降、設定さ
れた調達価格の効果や設備導入に関する技術的な制約等が比較的少ない太陽光発電の認定
量が急速に伸びました。　当初から2015年度までは、エネルギー種別で太陽光が90%以上を
占めていたが、2016年度にはバイオエネルギーや風力などの認定容量が増加して、全体の2割
程度を占めるまでに至っています。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　再生可能エネルギーの導入（運転開始）量は、設備設置期間が比較的短い太陽光発電がFIT
制度導入の当初から2016年度でも94%以上を占めているが、今後は認定容量の比率増加と
同様に、太陽光以外の再生可能エネルギーの導入が進むと思われます。　　　　　　　　　
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③再生可能エネルギー種別買取電力量の推移 

①木質バイオマスエネルギーの設備認定容量

3.3.1　木質バイオマスエネルギーの導入

　木質バイオマス発電設備として、認定されている発電所(平成29年3月末時点)は、491ヶ所で、
約1,200万ｋWの発電容量が認定されています。そのうち、認定件数では約84％、認定容量では
約95％が、「一般木質・農作物残さ等」による発電になっています。　　　　　　　　　　　　

④再生可能エネルギー種別買取金額の推移
出典：資源エネルギー庁公表資料より (平成29年3月末時点)

出典：資源エネルギー庁公表資料より (平成29年3月末時点)

　前項で示した再生可能エネルギーの導入容量（新規認定分）は3,539万ｋＷになっています
が、そのうちバイオマス発電は全体の約2％を占めています。しかし、FIT制度の買取価格(調達価
格)を適用して買い取った電力量は累計約1,525億ｋWh（RPS法の対象設備からFIT制度に移
行した発電所からの買取量含む）で、そのうち、バイオマス発電が約13%を占めています。これは、
バイオマス発電が天候などに影響されず、発電効率が良い(実質的な稼働時間が長い)ことによ
り達成されています。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　固定価格買取制度が導入して4年経ちましたが、2016年度に同制度で買取られた再生エネ
ルギーは2兆円を越えました。その中でバイオマス発電による発電量は、全体の約9%程度
(2016年度)で、発電量と比較して少ないのは、他の再生可能エネルギーと比較して買取価格の
低い燃料材区分による発電の割合が多いことによると考えられます。　　　　　　　　　　　

3.3　木質バイオマスエネルギー 

出典：資源エネルギー庁公表資料より (平成29年3月末時点)

②木質バイオマスエネルギーの設備導入容量　(新規+移行)

出典：資源エネルギー庁公表資料より (平成29年3月末時点)
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③FIT制度における木質バイオマス発電所の導入マップ

出典：資源エネルギー庁公表資料 (平成29年3月末時点)をもとに、
(一社)日本木質バイオマスエネルギー協会作成

④木質バイオマス発電所の都道府県毎の認定・導入状況

出典：資源エネルギー庁公表資料 (平成29年3月末時点)をもとに、
(一社)日本木質バイオマスエネルギー協会作成
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3.3.2　木質バイオマスの発生量及び利用量
①各種バイオマスの発生量及び利用量

②発電における未利用木質バイオマスの利用量

バイオマス発生量（賦存量）は、廃棄系バイオマスの発生抑制の取組などにより、中長期的に
減少傾向にあります。2015年度の利用量(炭素換算値)は約2,400万トンですが、2025年に約
2,600万トンを目指します。既存の利用方法に配慮して、経済的な価値を生み出す多段階利用
やエネルギー効率の良い熱利用などを推進し、バイオマスの種類毎に目標を設定しています。

間伐材・林地残材で、これまで利用されていなかった「未利用材」は固定価格買取制度の導入
以降、年々増加しており、2015年、2016年度には、それぞれ前年から約60%増加しています。

出典：農林水産省バイオマス関係資料「バイオマスの活用をめぐる状況」（平成29年4月）

③木質バイオマスの種類別及び由来別の利用量

④木質バイオマスの業種別の利用量

出典: 平成28(2016)年度 林野庁「木質バイオマス利用動向調査」

2016年度の種類別木質バイオマスの利用量は、「木材チップ」が約87％、「木粉（おが粉）」が
約3％、「木質ペレット」が約2％、「薪」が約0.5％で全体の約93％を占めています。　そのうち木
材チップ利用量は、建設資材廃棄物(約52％)、間伐材・林地残材等(約25%)、製材等残材(約
21％)の構成比になっています。

　業種別での構成比は「製造業」が最も多く約64%、次いで「電気・ガス・熱供給・水道業」が約
34％、その2業種で全体の約98％が占められています。

出典: 平成28(2016)年度 林野庁「木質バイオマス利用動向調査」

出典: 平成26(2014)年までは、林野庁木材利用課調べ。平成27､28年は、
林野庁「木質バイオマス利用動向調査」及び「特用林産物生産統計調査」。

種類別木質バイオマス利用量 由来別木材チップの利用量
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⑤木質ペレット製造施設数および国内生産量の推移

⑥木質ペレット輸入量の推移

木質ペレットは、おが粉を圧縮成形した燃料です。形状が一定で、エネルギー密度も高く、含
水率が低く、且つ運搬や貯蔵も容易などの利点があります。木質ペレットの国内生産量は12万
トン(2016年度)で過去3年間生産量に大きな変動はありません。また、木質ペレットの生産施
設数も140～150箇所程度で、そのうち生産量が年間100～1000トン程度の小規模のペレッ
ト生産工場で約6割を占めています。

　前述したように国内での木質ペレットの生産量や施設数は近年増加しておりません。しかしな
がら、地球温暖化対策の一貫として、石炭火力発電所での木質ペレットの混焼が進んでおり、そ
の燃料は輸入による木質ペレットに依存しています。2015年度には前年から2倍以上増加し、
それ以降も毎年1.5倍程度の伸びを示しています。輸入量の殆んどがカナダ、ベトナムからに依
存しています。

出典:  財務省 貿易通関統計

資料: 平成21(2009)年までは、林野庁木材利用課調べ。平成22(2010)年以降は、林野庁「特用林材基礎資料」

①木質資源利用ボイラー数

②木質資源利用ボイラーの燃料別および業種別分類

　木質バイオマス利用ボイラー(発電用を除く)は、製造業や農業などを中心に約2000基が設
置されていますが、2014年度以降はほぼ一定です。　

2016年度の木質資源利用ボイラー数における燃料別区分では、木くず焚き(780基)、木質ペレ
ット(915基)で8割以上を占めています。また、導入した業種別区分では、製造業と農業が過半数
をしめていますが、最近は、公共施設や温泉施設などにおける導入も進んでいます。

出典: 平成28(2016)年度 林野庁「木質バイオマス利用動向調査」

資料: 平成26(2014)年までは、林野庁木材利用課調べ。
平成27(2015)年以降は、林野庁「木質バイオマスエネルギー利用動向調査」

3.3.3　木質バイオマスの熱利用
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①森林資源を活用した二酸化炭素の循環
　木材の利用は、快適な住環境の形成や地域経済の活性化につながるのみならず、木々が二酸
化炭素を吸収ることにより地球温暖化の防止にも貢献します。 特に、国産材の利用は、「植える
→育てる→使う→植える」というサイクルを維持して、森林の有する多面的機能を持続的に発揮
させるとともに、山元に収益が還元され、地域の活性化にもつながります。　　　　　　　　　

②我が国の森林地図

出典：森林クラウド公開版(NTT空間情報) 出典：「森林及び林業の動向」(平成28年度 林業白書)

出典：(一社)日本木質バイオマスエネルギー協会発行　「木質バイオマス発電・熱利用を考えの方へ－導入ガイドブック－」　

国内の森林資源

　日本は、国土の約3分の2が森林に覆われた世界有数の森林国です。日本の森林面積は約
2,500万ha（うち人工林は1,000万ha）と、本州（2,310万ha）よりも広い面積を有しています。
国有林と民有林の比率は、3:7の構成割合になっています。　　　　　　　　　　　　　　　

③我が国の森林資源
　森林資源を示す、森林蓄積量は約49億
m3と30年前から倍増するほど充実しており、
毎年約1億m3増加しています。　　　　　　

④木材需給量と自給率の推移

出典: 平成28年 林野庁　木材需給表

　我が国の木材需給量の推移を見ると、高度経済成長期に増加を続け、昭和48(1973)年に過
去最高の1億2,102万m3（丸太換算）を記録しました。その後は2度にわたる石油危機の影響で
増減繰り返し、バブル景気以降の景気後退で減少傾向になりましたが、近年は持ち直してきまし
た。また、木材自給率も平成14(2002)年に18.8%と過去最低を記録後、平成28(2015)年に
は34.8%まで持ち直してきました。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

④林産物の利用における目標
　2020(H32)年、2025(H37)年における木
材の用途別利用量は、森林施業のサイクルを
円滑に循環、林業の持続的かつ健全な発展
を目指して定めています。　　　　　　　　

出典：林野庁「森林・林業基本計画」 (平成28年5月)

森林蓄積の推移 木材の用途別利用量の実績と目標

出典：「森林及び林業の動向」(平成28年度 林業白書)
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⑤我が国の木の流れ
　国内の木材利用に関して、木材の素材から最終利用までを定量化し、木質バイオマ
スのエネルギー利用も含めて可視化する研究が、東北大学の古林氏らにより紹介され
ています。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

出典:  Wood Flow Chart for Japan: Material and Energy Utilization, Journal of Japan Institute of Energy (2017)
古林　敬顕他　東北大学大学院工学研究科
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換算表

出典: 丸太-絶乾重量換算値：　林野庁「木材需給表」、見掛容積ｰ丸太容積：全国木材ﾁｯﾌﾟ工業連合会編「木材ﾁｯﾌﾟ」(1987)、
絶乾重量ｰﾊﾟﾙﾌﾟ収量：森林総合研究所監修「木材工業ﾊﾝﾄﾞﾌﾞｯｸ」、丸太ｰﾁｯﾌﾟ用原木生重量：林野庁業務資料
（業界聞き取り等の結果）

(注) 取引に用いられる換算率は、地域、樹種、部位、品質などにより異なる。ﾁｯﾌﾟ用生重量は、樹種毎、含水率によって異なる。

木材の体積・重量換算表

出典：木質バイオマスボイラー導入・運用にかかわる実務テキスト　(株)森林環境リアライズ　他

水分と含水率の考え方

出典: LWF（ドイツ・バイエルン州森林・林業局）資料をもとにバイオエナジー・リサーチ＆インベストメント(株)作成

燃料別水分とエネルギー含有量の単位換算表（針葉樹）

エネルギー単位の換算表
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